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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

回次 
第20期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第19期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円） 2,653,585 13,708,536 

経常利益（千円） 95,803 785,170 

四半期（当期）純利益（千円） 55,798 444,796 

純資産額（千円） 3,733,334 3,787,861 

総資産額（千円） 6,689,913 7,785,737 

１株当たり純資産額（円） 118,493.60 120,216.42 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
1,771.39 14,120.53 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － 

自己資本比率（％） 55.8 48.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△271,982 1,120,061 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△29,686 △385,257 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△93,617 △110,813 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
2,138,321 2,533,607 

従業員数（人） 470 434 
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２【事業の内容】 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の子会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員（出向者を除き、受入出向者、嘱託及び常用パートを含んでおります。）であります。 

２．従業員数が前期末に比べ36名増加しておりますが、これは人材不足解消のための定期採用によるものであ

ります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（出向者を除き、受入出向者、嘱託及び常用パートを含んでおります。）であります。

２．従業員数が前期末に比べ36名増加しておりますが、これは人材不足解消のための定期採用によるものであ

ります。 

平成20年６月30日現在

従業員数（人） 470   

平成20年６月30日現在

従業員数（人） 470   
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２. 金額は製造原価によっております。 

３．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

(2）受注状況 

 当第１四半期連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２. セグメント間の取引については相殺消去しております。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 

アウトソーシング事業 940,082 

ソリューション事業 560,261 

プロダクト事業 173,664 

ハードウエア販売サービス事業 6,112 

その他事業 252,474 

合計 1,932,596 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

ソリューション事業 629,112 1,000,096 

プロダクト事業 460,157 733,030 

ハードウエア販売サービス事業 300,373 140,565 

その他事業 396,887 161,796 

合計 1,786,529 2,035,489 
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(3）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２. セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３．当第１四半期連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 

アウトソーシング事業 1,226,008 

ソリューション事業 694,635 

プロダクト事業 199,270 

ハードウエア販売サービス事業 252,177 

その他事業 281,494 

合計 2,653,585 

相手先 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

販売高（千円） 割合（％）

株式会社 マイカル 1,053,913 39.7 
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２【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。  

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1）業績の状況 

当第１四半期における日本経済は、著しい原材料価格の高騰を要因として、コスト増加に伴う企業収益の悪化や

物価上昇に伴う個人消費マインドの低下など景気減速感が強まっております。 

情報サービス産業、とりわけ当社の主要分野である流通・サービス業分野において、業界再編によるＩＴ統合案

件や人手不足を補うためのソリューション案件などは堅調に推移しているものの、ＩＴ投資全体としては企業収益

の悪化を背景に鈍化してきております。 

このような環境の中、当第１四半期において、当社グループは「収益構造の改革」と「品質・生産性の向上」を

実行するための基礎となる体制作りに特に注力し事業展開を行ってまいりました。 

まず「収益構造の改革」の取り組みとして、オフショア開発体制の確立を目指し、平成20年６月30日付けで「維

傑思（ウェイ・ジェイ・スー）杭州駐在員事務所」を開設いたしました。今後は中国における開発体制を確立・強

化し、収益力の大幅な向上を目指してまいります。 

次に、「品質・生産性の向上」の取り組みとして、平成20年６月30日付けでＩＴサービスマネジメントの国際認

証規格であるＩＳＯ20000（※）の認証を会計システムのＡＳＰサービスにおける運用・保守、及びシステム運用

サービス、データセンター運用管理業務の範囲において取得いたしました。これにより、継続的に安全かつより高

品質なシステム運用を提供する体制が整いました。今後もお客様利益の最大化に貢献するとともに、より一層の業

容拡大に努めてまいります。 

以上の結果、当第１四半期の連結業績につきましては、売上高26億53百円、営業利益94百万円、経常利益95百万

円、四半期純利益55百万円となりました。 

 各セグメント別の状況は以下のとおりであります。 

（アウトソーシング事業） 

アウトソーシング事業につきましては、売上高12億26百万円、営業利益２億３百万円、営業利益率16.6％となり

ました。 

売上高、営業利益とも概ね順調な推移となりました。 

（ソリューション事業） 

ソリューション事業につきましては、売上高６億94百万円、営業利益29百万円、営業利益率4.2％となりまし

た。 

売上高はＩＴ統合案件等の影響により流通・サービス業向け基幹システム分野が順調に推移いたしましたが、営

業利益は不採算案件の影響及び価格競争の激化等により低調な推移となりました。 

（プロダクト事業） 

プロダクト事業につきましては、売上高１億99百万円、営業利益81百万円、営業利益率は41.1％となりました。

売上高は受注の遅れ等により低調な推移となったものの、営業利益は利益率のよい各種パッケージライセンス販

売の増加などにより好調な推移となりました。 

（ハードウェア販売サービス事業） 

ハードウエア販売サービス事業につきましては、売上高２億52百万円、営業損失２百万円となりました。 

売上高は大手総合小売業グループ向け案件の減少などにより低調な推移となりました。 

（その他事業） 

その他事業につきましては、売上高２億81百万円、営業利益12百万円、営業利益率は4.4％となりました。 

売上高は、大手量販店向けのセルフレジの導入展開案件などにより順調に推移いたしましたが、営業利益は価格

競争の激化などにより低調な推移となりました。 

※ＩＳＯ20000 

ＩＴＩＬ（IT Infrastructure Library． 英国商務局が策定したＩＴに関する運用・管理手法を体系的にまと

めたガイドライン）をベースとしたＩＴサービスマネジメントシステムの国際認証規格。顧客に提供するＩＴサ

ービスの内容やリスクを明確にし、ＩＴサービスの継続的なコントロール、高い効率性、継続的改善を実現する

ことを目的としたＩＴサービスマネジメントのフレームワーク。 
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(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。） の残高は21億38百万円とな

り前連結会計年度末に比べ３億95百万円減少いたしました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間において営業活動の結果減少した資金は２億71百万円となりました。主な増加要因

は、税金等調整前四半期純利益95百万円、賞与引当金１億95百万円の計上、売上債権の減少８億79百万円でありま

す。また、主な減少要因は、買掛金の返済による仕入債務の減少が11億95百万円及び法人税等の支払額１億64百万

円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間において投資活動の結果減少した資金は29百万円となりました。主な減少要因は、運

用サービス関連のシステム費用を支出したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間において財務活動の結果減少した資金は93百万円となりました。減少要因は、配当金

を支出したことによるものであります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

(4）研究開発活動 

 当社グループは、今後来るべきユビキタス社会において、ますます高度化、多様化する顧客からの情報システム

サービスへのニーズに対応し、常に新しい技術・製品及びサービスの提供を目指し、今後の事業分野で中心となる

製品・新技術の研究開発に取り組んでおります。 

 当第１四半期連結会計期間の研究開発は、プロダクト事業に係るものであり、主に「次世代プロダクトに関する

調査研究」で、現行Ｓａｔｉｓｆａの機能向上と高い収益性、短期間での効率的な導入・稼動を可能とする「次世

代Ｓａｔｉｓｆａ」の調査研究を継続中であります。 

 これらの研究開発費の総額は12百万円となっております。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（５）【大株主の状況】 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 112,000 

計 112,000 

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年８月８日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 31,500 31,500 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 31,500 31,500 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高 

（株） 

資本金増減額 

（千円）

資本金残高 

（千円）

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円）

平成20年４月１日～ 

平成20年６月30日  

  

－ 31,500 － 542,125 － 584,263 
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（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 31,500 31,500 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 31,500 － － 

総株主の議決権 － 31,500 － 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 

最高（円） 99,000 90,000 84,100 

最低（円） 88,000 80,600 79,000 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽АＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを

受けております。なお、太陽ＡＳＧ監査法人は、平成20年７月15日付をもって、法人組織を有限責任監査法人へ移行

し、名称を太陽ＡＳＧ有限責任監査法人に変更しております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表 

（平成20年３月31日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,138,321 2,533,607

受取手形及び売掛金 2,469,657 3,349,448

商品 33,605 32,225

仕掛品 505,265 448,480

貯蔵品 16,587 17,225

その他 431,110 277,823

貸倒引当金 △740 △6,030

流動資産合計 5,593,807 6,652,781

固定資産   

有形固定資産 ※1  219,455 ※1  200,172

無形固定資産 637,262 672,827

投資その他の資産 239,388 259,956

固定資産合計 1,096,105 1,132,955

資産合計 6,689,913 7,785,737

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,761,244 2,957,120

未払法人税等 89,127 177,602

賞与引当金 470,334 274,970

その他 521,702 476,976

流動負債合計 2,842,409 3,886,669

固定負債   

役員退職慰労引当金 74,231 71,269

その他 39,937 39,937

固定負債合計 114,169 111,206

負債合計 2,956,579 3,997,875

純資産の部   

株主資本   

資本金 542,125 542,125

資本剰余金 584,263 584,263

利益剰余金 2,602,812 2,660,414

株主資本合計 3,729,201 3,786,802

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,347 15

少数株主持分 785 1,044

純資産合計 3,733,334 3,787,861

負債純資産合計 6,689,913 7,785,737
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日） 

売上高 2,653,585

売上原価 2,096,625

売上総利益 556,960

販売費及び一般管理費 ※1  462,809

営業利益 94,151

営業外収益  

受取配当金 250

貸倒引当金戻入額 5,290

その他 679

営業外収益合計 6,219

営業外費用  

システム障害対応費用 4,567

営業外費用合計 4,567

経常利益 95,803

税金等調整前四半期純利益 95,803

法人税、住民税及び事業税 82,067

法人税等調整額 △41,804

法人税等合計 40,262

少数株主損失（△） △258

四半期純利益 55,798
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 95,803

減価償却費 69,061

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,290

賞与引当金の増減額（△は減少） 195,364

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21,484

受取利息及び受取配当金 △250

売上債権の増減額（△は増加） 879,791

たな卸資産の増減額（△は増加） △57,527

仕入債務の増減額（△は減少） △1,195,875

その他 △67,716

小計 △108,123

利息及び配当金の受取額 250

法人税等の支払額 △164,109

営業活動によるキャッシュ・フロー △271,982

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △13,104

無形固定資産の取得による支出 △22,051

その他 5,469

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,686

財務活動によるキャッシュ・フロー  

配当金の支払額 △93,617

財務活動によるキャッシュ・フロー △93,617

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △395,286

現金及び現金同等物の期首残高 2,533,607

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,138,321
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】 

 当第１四半期連結会計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

 該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

 当第１四半期連結会計期間において、連

結の範囲に関する事項の変更はありませ

ん。 

２．持分法の適用に関する事

項の変更 

 該当事項はありません。 

  

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更 

 たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、原価法によっており

ましたが、当第１四半期連結会計期間よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、評価基準

については、原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しております。な

お、従来の方法によった場合に比べ、営

業利益、経常利益、税金等調整前四半期

純利益に与える影響はありません。 

  (2) リース取引に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成５年６月17日 最終改正

平成19年３月30日企業会計基準第13号）

及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成６

年１月18日 最終改正平成19年３月30日

企業会計基準適用指針第16号）を早期に

適用し、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理から通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理に

変更し、リース資産として計上しており

ます。また、リース資産の減価償却の方

法は、リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとして算定する方法によって

おります。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度

前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を引き続き採用

しております。なお、従来の方法によっ

た場合に比べ、営業利益、経常利益、税

金等調整前四半期純利益に与える影響は

ありません。 
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【簡便な会計処理】 

 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 該当事項はありません。 

【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式          31,500株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 該当事項はありません。 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

420,879千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

 408,418千円

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 206,969千円

従業員賞与  41,397千円

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定 2,138,321千円

現金及び現金同等物 2,138,321千円

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 113,400 3,600 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業は、当社グループのユーザーに提供する商品及びサービス等の種類の類似性により区分しております。

２．各区分に属する主要な商品・サービス等 

 ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(230,478千円)の主なものは、管理部門に

係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

アウトソ
ーシング
事業 

（千円） 

ソリュー
ション 
事業 

（千円） 

プロダクト 
事業 

（千円） 

ハードウ
エア販売
サービス
事業 

（千円） 

その他 
事業 

（千円） 

  
計 
  

（千円） 

  
消去又は
全社  

（千円） 

  
連結 
  

（千円） 

売上高                 

(1）外部顧客に

対する売上

高 

1,226,008 694,635 199,270 252,177 281,494 2,653,585 － 2,653,585 

(2）セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

300 － － － － 300 (300) － 

計 1,226,308 694,635 199,270 252,177 281,494 2,653,885 (300) 2,653,585 

営業利益（又は営

業損失） 
203,696 29,514 81,984 △2,727 12,462 324,929 (230,778) 94,151 

事業区分 商用商品・サービス等 

アウトソーシング事業  
システム運用・管理サービス、ソフトウエア保守サービ

ス、ヘルプデスクサービス、ＡＳＰサービス等 

ソリューション事業  
流通・サービス業向け基幹システム、クレジットカードシ

ステム、人事・会計システム、Ｗｅｂシステム等 

プロダクト事業  
オープンＰＯＳパッケージ、ＣＲＭパッケージ、ＭＤ基幹

システム、システム自動運用パッケージ等 

ハードウエア販売 

サービス事業 
ハードウエア販売サービス等 

その他事業  電子商談サービス、店舗システム導入展開サービス等 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

２【その他】 

 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

当第１四半期連結会計期間末 
（平成20年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 118,493.60円 １株当たり純資産額 120,216.42円

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 1,771.39円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

四半期純利益（千円） 55,798 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 55,798 

期中平均株式数（千株） 31,500 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年８月６日

ヴィンキュラム ジャパン株式会社 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川 口   勉  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 柴 谷 哲 朗  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 石 原 鉄 也  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヴィンキュラム

ジャパン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４

月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヴィンキュラムジャパン株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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